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◆ 基本方針 ◆ 

・指定地域密着型介護老人福祉施設（以下指定施設）は、施設サービス計画に基づき、可能な限り、

居宅における生活への復帰を念頭に置いて、入浴、排せつ、食事等の介護、相談及び援助、社会生

活上の便宜の供与、その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うこと

により、入所者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにすることを目

指す。 

・指定施設は、入所者の意思及び人格を尊重し、常にその者の立場に立って指定介護福祉施設サー

ビス（以下指定施設サービス）を提供するように努める。 

・指定施設は、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結びつきを重視した運営を行い、市町村、居

宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、他の介護保険施設その他の医療サービス又は福祉サービ

スを提供する者との密接な連携に努める。 

（ユニット型） 

・ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設（以下ユニット型施設）は、入居者一人一人の意思

及び人格を尊重し、入居者へのサービスの提供に関する計画に基づき、その居宅における生活への

復帰を念頭に置いて、入居前の居宅における生活と入居後の生活が連続したものとなるよう配慮し

ながら、各ユニットにおいて入所者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支

援する。 

・ユニット型施設は、地域や家庭との結びつきを重視した運営を行い、市町村、老人の福祉を増進

することを目的とする事業を行う者その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者

との密接な連携に努める。 

 

◆ 人員に関する基準 ◆ 

（１）医 師： 

・入所者に対し健康管理及び療養上の指導を行うために必要な数 

（２）生活相談員： 

① １以上 

② 常勤 

※  社会福祉法第１９条第１項各号のいずれかに該当するもの又はこれと同等以上の能力

を有すると認められるもの。（社会福祉主事、社会福祉士、精神保健福祉士） 

（３）介護職員又は看護職員： 

・常勤換算方法で入所者の数が３又はその端数を増すごとに１以上 

（Ⅰ）看護職員 

１人以上 

（４）栄養士又は管理栄養士： 

・１以上 

（５）機能訓練指導員： 

・１以上 
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※理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ

指圧師の資格を有する者とする。ただし、入所者の日常生活やレクリエーション、行事等

を通じて行う機能訓練については、当該事業所の生活相談員又は介護職員が兼務して行

っても差し支えない。 

（６）介護支援専門員： 

・１以上 

※ 入所者の処遇に支障がない場合は、当該介護老人福祉施設の他の職務に従事可能 

（７）管理者： 

・常勤及び専従で１人 

※  事業所の管理上支障が無い場合は、当該事業所の他の職務、同一敷地内にある他の事業

所、施設等の職務に従事可能。 

 
● ユニット型の勤務体制確保 

（１）入居者が安心して日常生活を送ることができるよう、継続性を重視したサービス提供に配

慮する観点から職員配置を行う。 

（２） 従業者が一人一人の入居者について、個性・心身の状況・生活歴などを具体的に把握した

上で、「馴染みの関係」を構築する。 

※ 昼 間 ：ユニットごとに常時一人以上の介護職員又は看護職員を配置 

※ 夜間・深夜：２ユニットごとに一人以上の介護職員又は看護職員を夜間及び深夜の勤務に

従事する職員として配置 

※ ユニット毎：常勤のユニットリーダーを配置 

①ユニットケアリーダー研修を受講した従業者を各施設に２名以上配置する。（２ユニ

ット以下の場合は、１名でよい） 

②また、研修受講者が配置されているユニット以外のユニットでは、ユニットにおける

ケアに責任を持つ従業者を決めることで可。この場合、研修受講者は、研修で得た知識な

どをリーダー研修を受講していないユニットの責任者に伝達するなど当該施設におけるユ

ニットケアの質の向上の中核になることが求められる。 

 
● 生活相談員の資格要件 

（１） 「社会福祉法第１９条第１項各号のいずれかに該当する者」の資格要件 

①社会福祉主事任用資格 

②社会福祉士 

③精神保健福祉士 

（２） 「同等以上の能力を有すると認められる者」の資格要件 

①介護保険施設・事業所（福祉用具販売、貸与事業所は除く）において、計画の作成業

務、又は相談援助業務の実務経験が通算１年以上 

②①に該当しないが、介護福祉士資格又は介護支援専門員資格を有する者、若しくは実

務者研修修了者のうち、介護保険施設・事業所（福祉用具販売、貸与事業所は除く）におい

て、入所者・利用者の直接処遇に係る業務の実務経験が通算３年以上 
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◆ 設備に関する基準 ◆ 

（１）必要設備について（ユニット型以外） 

①居室 ②静養室 ③浴室 ④洗面設備 ⑤便所 ⑥医務室 ⑦食堂 ⑧機能訓練室 

（２）必要設備について（ユニット型） 

①ユニット（居室、共同生活室、洗面設備、便所）②浴室 ③医務室 

 

従
来
型 

 

 

居室 

・１居室の定員：１人（夫婦などサービス提供上必要と認められる場合は２人） 

〔経過措置により４人以下：県基準条例〕 

・利用者１人当たりの床面積：10.65㎡以上 

・ブザー又はこれに代わる設備を設置 

静養室 ・介護職員室または看護職員室に近接して設ける 

浴室 ・要介護者が使用するのに適したもの 

 

洗面設備 
・居室のある階ごとに設ける 

・要介護者が使用するのに適したもの 

 
 

便所 

・居室のある階ごとに居室に近接して設ける 

・要介護者が使用するのに適したもの 

・ブザー又はこれに代わる装置を設置 

 
医務室 

・医療法第1条の5第2項に規定する診療所 

・入所者を診療するために必要な医薬品及び医療機器を備える 

 

食堂・機能訓練室 

・それぞれが必要な広さを有し、合計面積は「3㎡×入所定員」以上 

・食事の提供や機能訓練に支障が無い広さを確保すれば、同一の場所とできる。 

ユ
ニ
ッ
ト
型 

 

ユニット 
・１ユニットの入所定員は、原則としておおむね１０人以下とし、１５人を超え 

ないものとする 

 

 

 

 

 

 
居室 

 

・１居室の定員：１人（夫婦などサービス提供上必要と認められる場合は２人） 

・いずれかのユニットに属し、当該ユニットの共同生活室に近接して一体的に設 

ける。 

 

・入所者１人当たりの床面積：10.65㎡以上 

※居室内に洗面設備が設けられている場合は、その面積を含む 

※居室内に便所が設けられている場合は、その面積を除く 

・ブザー又はこれに代わる設備を設置 
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共同生活室 

・いずれかのユニットに属し、当該ユニットの入居者が交流し、共同で日常生活

を営める場所 

・床面積は「2㎡×入所定員」以上 

・必要な設備や備品（テーブルや椅子など）を備えること。 

また、利用者が心身の状況に応じて家事を行うことができるよう簡易な流しや

調理設備を設けることが望ましい。 

 

洗面設備 
・居室ごとに設けるか、共同生活室ごとに適当数設け、要介護者が使用するに適 

したもの。 

 

便所 
・居室ごとに設けるか、共同生活室ごとに適当数設け、ブザー又はこれに代わる

設備を設置し、要介護者が使用するのに適したもの。 

 
浴室 

・要介護者が使用するのに適したもの。 

・居室のある階ごとに設けることが望ましい。 

 

廊下幅 
・1.8m以上（中廊下（両側に出入りする形で居室、静養室等利用者の日常生活 

に直接使用する設備のある廊下）の幅は、2.7m以上） 

常夜灯 ・廊下、便所、共同生活室その他必要な場所に設置 

階段の傾斜 ・緩やかにすること。 

消火設備・非常用設備 ・消防法その他の法令等に規定された設備を確実に設置しなければならない。 

 

 

傾斜路 

・居室、機能訓練室、食堂、浴室、静養室、ユニットが２階以上の階にある場合

は、１つ以上設ける。（エレベーターを設置する場合は除く） 

・表面は滑りにくい仕上げとする。 

・利用者の歩行、輸送車や車いす等の昇降、災害発生時の避難や救出を考慮した

ゆるやかな傾斜とする。 

 

 

 

を徹底す

ること。 

備を

設けること等により適切に対応すること。 

 

態に

しておくこと。 
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● ユニット型の場合の注意点 

（１）当該ユニットの共同生活室に近接して一体的に設ける居室とは… 

１ 共同生活室に隣接している居室 

２ 共同生活室に隣接していないが、１の居室と隣接している居室

３ その他共同生活室に近接して、一体的に設けられている居室 

 
（２）洗面設備・便所 

居室ごとに設けることが望ましいが、共同生活室ごとに適当数設けることとしても差し支えな

い。この場合は、共同生活室の１か所に集中して設けるのではなく、２か所以上に分散して設け

ることが望ましい。 

 
（３）廊下幅 

廊下の一部の幅を拡張することにより、入居者や従業者等の円滑な往来に支障が生じないと認

められる場合には、1.5m以上（中廊下：1.8m以上）として差し支えない。 

 

◆ 運営に関する基準 ◆ 

（１）運営規定について 

指定介護老人福祉施設は、次に掲げる施設の運営についての重要事項に関する規程を定めてお

かなければならない。 

 
（運営規定） 

１ 施設の目的及び運営の方針 

２ 従業者の職種・員数及び職務の内容

３ 入所定員 

【ユニット型のみ】 

・ユニットの数及びユニット毎の入所定員

４ 内容及び利用料その他の費用の額 

５ 施設の利用に当たっての留意事項 

６ 緊急時等における対応方法

７ 非常災害対策 

８ 虐待の防止のための措置に関する事項 

９ その他施設の運営に関する重要事項 

 
（２）内容及び手続きの説明及び同意 

指定施設サービスの提供開始に際しては、入所申込者又はその家族に対し、運営規程の概要、

従業者の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施

状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）等

の入所申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行

い、入所申込者の同意を得ること。 

 
（３）提供拒否の禁止 

正当な理由なくサービスの提供を拒んではならない。特に、要介護度や所得の多寡を理由にサ

ービスの提供を拒否してはならない。 
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（正当な理由とは、入院治療の必要がある場合その他入所者に対し自ら適切な指定介護福祉施

設サービスを提供することが困難な場合） 

 
（４）サービス提供困難時の対応 

入所申込者が入院治療を必要とする場合その他入所申込者に対し自ら適切な便宜を提供す

ることが困難な場合は、適切な病院等を紹介する等の適切な措置を速やかに講じる。 

 
（５）受給資格等の確認 

指定施設サービス提供の申し込みがあった場合は、申し込み者に被保険者証の提示を求め、被保険

者資格、要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間を確かめること。 

また、認定審査会意見が記載されているときは、当該意見に配慮した指定施設サービスを提供

するよう努めること。 

 
（６）要介護認定の申請に係る援助 

入所の際に要介護認定を受けていない入所申込者については、要介護認定の申請が既に行われ

ているかどうか確認すること。申請が行われていない場合、入所申込者の意思を踏まえて速やか

に当該申請が行われるよう必要な援助を行うこと。 

また、要介護認定の更新の申請が遅くとも要介護認定の有効期間満了日の30日前には行われ

るよう必要な援助を行うこと。 

 
（７）入退所 

身体上又は精神上著しい障害があるために常時の介護を必要とし、かつ、居宅においてこれを

受けることが困難な者に対し、指定施設サービスを提供するものとする。 

入所申込者の数が、入所定員から入所者の数を差し引いた数を超えている場合には、介護の必

要の程度及び家族等の状況を勘案し、指定施設サービスを受ける必要性が高いと認められる入所

申込者を優先的に入所させるよう努める。 

 
（８）サービス提供の記録 

入所に際しては、入所者の被保険者証に入所の年月日並びに指定施設の名称を、退所に際して

は退所の年月日を記載すること。また、指定施設サービスを提供した際には、提供した具体的な

サービスの内容等を記録し、その完結の日から2年間保存すること。 

 

 
（９）利用料等の受領 

法定代理受領サービスとして提供される指定施設サービスについての入所者負担として、法第

48条第2項に規定する厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額から当該指定施設

に支払われる施設介護サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。 

法定代理受領サービスに該当しない指定施設サービスを提供した際に入所者から支払いを

受ける利用料の額と、法定代理受領サービスである指定施設サービスに係る費用の額との間に、

一方の管理経費の他方への転嫁等による不合理な差額を設けてはならない。 

また、上記以外に費用の額の支払を受けることができるのは次のとおり。 

①食事の提供に要する費用 

②居住に要する費用 
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③厚生労働大臣の定める基準に基づき入所者が選定する特別な居室の提供を行ったことに伴

い、必要となる費用 

④厚生労働大臣の定める基準に基づき入所者が選定する特別な食事の提供を行ったことに伴

い、必要となる費用 

⑤理美容代 

⑥①～⑤に掲げるもののほか、指定施設サービスにおいて提供される便宜のうち、日常生活に

おいても通常必要となるものに係る費用であって、その入所者に負担させることが適当と認め

られるもの 

上記①～⑥に掲げる費用の額に係るサービスの提供にあたっては、あらかじめ、入所者又は家

族に対し、当該サービスの内容及び費用を記した文書を交付して説明を行い、同意を得ること。 

 
（１０）保険給付のための証明書の交付 

法定代理受領サービスに該当しない指定施設サービスに係る費用の支払を受けた場合は、提供

したサービスの内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載した「サービス提供証明

書」を入所者に交付すること。 

 
（１１）指定施設サービスの取扱方針 

①ユニット型以外 

・施設サービス計画に基づき、入所者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、その者

の心身の状況等に応じて、その者の処遇を妥当適切に行うこと。 

・同計画に基づき、漫然かつ画一的なものとならないよう配慮して行うこと。 

②ユニット型 

・入所者がその有する能力に応じて、自らの生活様式及び生活習慣に沿って自律的な生活を営む

ことができるよう、施設サービス計画に基づき、入居者の日常生活を支援すること。 

・各ユニットにおいて入居者が相互に社会的関係を築くよう配慮すると同時に、個々の入所者の

プライバシーの確保に配慮すること。 

 
（１２）身体拘束の禁止等 

指定施設サービスの提供にあたっては、当該入所者又は他の入所者等の生命または身体を保護

するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他入所者の行動を制限する行為を行って

はならない。また、身体的拘束等を行う場合は、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録すること。 

 
①身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の開催 

身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会であり、幅広い職種（例えば、施設

長（管理者）、事務長、医師、看護職員、介護職員、生活相談員）により構成する。構成メ

ンバーの責務及び役割分担を明確にするとともに、専任の身体的拘束等の適正化対応策を担

当する者を決めておくこと。委員会は三月に一回以上開催するとともに、その結果について、介護職

員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

 
②身体的拘束等の適正化のための指針の作成 

身体的拘束等の適正化のための指針には、次のような項目を盛り込むこと。 
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・施設における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方 

・身体的拘束等適正化検討委員会その他施設内の組織に関する事項 

・身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針 

・施設内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関する基本方針 

・身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針 

・入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

・その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

 
③身体的拘束等の適正化のための従業者に対する研修の実施 

研修の内容としては、身体的拘束等の適正化の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発すると

ともに、当該施設における指針に基づき、適正化の徹底を行うものとする。職員教育を組織的に

徹底させていくためには、施設が指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な教育（年２

回以上）を開催するとともに、新規採用時には必ず身体的拘束等適正化の研修を実施することが

重要。実施内容についても記録をすること。 

 

 

（１３）サービス評価 

施設では、自らその提供する指定施設サービスの質の評価を行い、常にその改善を図ること。 

 
（１４）施設サービス計画の作成 

・管理者は、介護支援専門員に施設サービス計画の作成に関する業務の主要な過程を担当させる

こと。 

・同計画の作成及び実施にあたっては、いたずらにこれを入所者に強制しないよう留意する。 

・同計画の作成にあたっては、入所者の日常生活全般を支援する観点から、当該地域の住民

による自発的な活動によるサービス等の利用も含めて計画上に位置付けるよう努めること。 

・同計画の作成にあたり、適切な方法により課題分析を行うこと。 

・解決すべき課題の把握にあたっては、入所者及びその家族に対して十分に説明し、理解を得る

こと。 

・入所者の希望、入所者についてのアセスメントの結果に基づき、入所者の家族の希望も勘案し

て施設サービス計画の原案を作成すること。 

・上記原案の内容について、サービス担当者会議の開催、担当者に対する照会等により、各担当

者から専門的な見地から意見を求めること。 

・上記原案の内容について、入所者又はその家族に対して説明し、文書により入所者の同意を得

ること。 

・同計画を作成した際には、当該計画を入所者に交付すること。 

・計画作成後、同計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて計画の変更を行うこと。 

・実施状況の把握にあたっては、定期的に入所者に面接し、その結果を記録すること。 

 

身体拘束を行っている事例について、定期的な心身状況の確認にとどまり、身体拘束の

撤

時間、心身の状況等について十分に検討すること。また、その内容は適切に記録しておく

こと。 
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・入所者が要介護更新認定を受けた場合及び介護状態区分の変更の認定を受けた場合においては、

サービス担当者会議の開催、担当者に対する照会等により、計画変更の必要性について、各担当

者から専門的見地からの意見を求めること。 
 

 

（１５）介護 

①ユニット型以外 

・介護は、入所者の自立の支援及び日常生活の充実に資するよう、入所者の心身の状況に応じ

て、行うこと。 

・1週間に２回以上、入所者の心身の状況や自立支援を踏まえた適切な方法により、入所者を入

浴させ、又は清しきすること。 

・入所者の心身の状況に応じて、適切な方法により、排せつの自立について必要な援助を行うこ

と。（共通） 

・褥創が発生しないよう適切な介護を行うとともに、その発生を予防するための体制を整備する

こと。（共通） 

・常時１人以上の常勤の介護職員の配置を行うこと。（共通） 

・入所者に対し、入所者の負担により、当該施設の従業者以外の者による介護を受けさせないこ

と。（共通） 

②ユニット型 

・介護は、各ユニットにおいて入所者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むこと

を支援するよう、入所者の心身の状況に応じて、行うこと。 

・入浴が単に身体の清潔を維持するだけでなく、入所者が精神的に快適な生活を営む上で重要で

あるという観点に照らし、適切な方法により入浴の機会を提供すること。 

 
（１６）食事 

①ユニット型以外 

栄養並びに入所者の心身の状況及び嗜好を考慮した食事を、適切な時間に提供すること。入所

者の自立支援に配慮し、できるだけ離床して食堂で食事を行うよう努めること。 

食事時間は適切なものとし、夕食時間は午後６時以降とすることが望ましいが、早くても午後

５時以降とすること。 

食事内容については、当該施設の医師又は栄養士を含む会議において検討を加えること。 

②ユニット型 

栄養並びに入居者の心身の状況及び嗜好を考慮した食事を提供すること。 

入居者が相互に社会的関係を築くことができるよう、その意思を尊重しつつ、共同生活室で食

事を摂ることを支援すること。 

入居者の生活習慣を尊重した適切な時間に食事を提供するとともに、自立して食事を取ること

ができるよう必要な時間を確保すること。 

 
（１７）相談及び援助 

常に入所者の状況等の把握に努め、入所者やその家族の相談に適切に応じるとともに、必 

 

当

者会議、モニタリング）は、他職種と協働する中で、介護支援専門員が行うこと。 
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要な助言その他の援助を行うこと。 

 
（１８）機能訓練 

入所者に対し、その心身の状況等に応じて、日常生活を営むのに必要な機能を改善し、又はそ

の減退を防止するための訓練を行うこと。 

 
（１９）栄養管理 

入所者の栄養状態の維持及び改善を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、各入居

者の状態に応じた栄養管理を計画的に行わなければならない。 

具体的な内容については、介護保険最新情報Vol.936を参照のこと。 

※３年間の経過措置があり、令和６年3月31日までは努力義務。 

 

（２０）口腔衛生の管理 

入所者の口腔の健康の保持を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、口腔衛生の管

理体制を整備し、各入所者の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行わなければならない。 

具体的な内容については、介護保険最新情報Vol.936を参照のこと。 

※３年間の経過措置があり、令和６年3月31日までは努力義務。 

 

（２１）入所者の入院期間中の取扱い 

入院する必要が生じた入所者で、入院後おおむね３月以内に退院することが明らかに見込まれ

るときは、やむを得ない事情がある場合を除き、退院後再び当該施設に円滑に入所できるように

すること。 

 
（２２）緊急時等の対応 

入所者の病状の急変等に備えるため、施設に対してあらかじめ配置医師による対応その他

の方法による対応方針を定めなければならない。対応方針に定める規定としては、例えば、緊急

時の注意事項や病状等についての情報共有の方法、曜日や時間帯ごとの医師との連携方法や

診察を依頼するタイミング等。 

 
（２３）勤務体制の確保 

原則として月ごとに勤務表を作成すること。 

指定施設サービスの提供は原則として当該施設の従業者によって行うこと。従業

者の資質の向上のため、研修の機会を確保すること。（外部・内部） 

全ての従業者に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じな

ければならない（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、介護保険法第８条第２項に

規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）。 

※３年間の経過措置があり、令和６年3月31日までは努力義務。 

 

（２４）業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等 

感染症や非常災害の発生時において、入所者に対するサービスの提供を継続的に実施し、及び

非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続

計画に従い必要な措置を講じなければならない。 
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従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施

しなければならない。 

具体的な内容については、厚生労働省ホームページ「介護施設・事業所における業務継続計画

（ＢＣＰ）作成支援に関する研修」を参照のこと。 

※３年間の経過措置があり、令和６年3月31日までは努力義務。 

 

（２５）定員の遵守 

入所定員及び居室の定員を超えて入所させてはならない。（災害等を除く） 

 
（２６）非常災害対策 

・非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備する

こと。 

・定期的に避難・救出その他必要な訓練を行うこと。 

※山梨県独自基準有（県基準条例） 

（義務規定） 

・東海地震や富士山噴火など多様な災害の発生が想定される本県の特殊性に鑑み、施設（事

業所）ごとに発生することが予想される非常災害の種類に応じた具体的計画を立てること。 

（努力義務） 

・避難等訓練について、消防機関の他近隣住民、地域の消防団などの関係機関との連携に努める

こと。 

・非常災害時に備え、飲料水、食糧等の物資や防災に関する資機材の備蓄、整備に努めること。 
 

 
 

（２７）衛生管理等 

・医薬品及び医療機器の管理を適正に行うこと。 

・感染症対策委員会等を概ね３月に１回以上開催すること。 

・感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。 

・感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修を開催すること。 

・実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の対応について、訓練（シミュレーション）を

定期的（年２回以上）に行うことが必要。感染症発生時において迅速に行動できるよう、指針及

び研修内容に基づき、役割分担の確認や、感染対策をした上でのケアの演習などを実施す

る。 

※３年間の経過措置があり、令和６年3月31日までは努力義務。 

 

（２８）協力病院等 

・入院治療を必要とする入所者のために、あらかじめ、協力病院を定めておくこと 

・協力歯科医療機関を定めておくよう努めること 

（施設から近距離にあることが望ましい） 

 

るこ

と。 
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（２９）掲示 

・指定施設の見やすい場所に重要事項を掲示すること。 

 
（３０）苦情処理等 

・苦情を受け付けるための窓口を設置することのほか、施設における苦情を処理するために講ず

る措置の概要について明らかにし、重要事項説明書等に記載するとともに施設に掲示すること。 

・苦情を受け付けた場合は、その内容等を記録すること（５年間の保存要） 

 
（３１）事故発生の防止及び発生時の対応 

・事故発生の防止のための指針を整備すること。 

・介護事故等が発生した際に、施設全体で情報共有し、今後の再発防止に繋げる体制を整備する

こと。 

・事故発生防止のための委員会を設置し、定期的に開催すること。 

・事故発生防止のための研修を、従業者向けに年２回以上開催すること。 

・事故等の状況及び処置について記録すること。 

・事故により医療機関を受診した場合、保険者である市町村へ事故報告を行うこと。 

・事故発生防止のための指針の整備、委員会及び研修の開催等を適切に実施するための安全対策

担当者を置かなければならない。（令和３年１０月１日より義務化） 

※令和３年９月3０日までは努力義務でしたが、令和３年１０月１日以降は担当者の設置が必

須になっているので注意。 

 

（３２）虐待防止及び権利擁護への取り組み 

・「養介護施設」は従事者等へ研修を実施する必要がある（高齢者虐待防止法第２０条） 

 
〔参考資料〕施設・事業所における高齢者虐待防止学習テキスト 

（認知症介護研究・研修仙台センター） 

ＤＶＤ教材「私たちの声が聞こえますか」（法務省人権啓発ビデオ） 

（県社会福祉協議会、甲府地方法務局人権擁護課で無料貸出） 

・また、利用者本位のケアの実現に向けた取り組みが求められている。（権利擁護） 

〔県が関係機関に委託して行う権利擁護に関する研修〕 

◇ 高齢者権利擁護推進員養成研修（県社協委託事業） 

対象者：施設等において権利擁護を主体的に推進できる者 

◇ 高齢者権利擁護等看護指導者養成研修（日本看護協会委託事業）対象

者：介護保険施設における看護の指導的立場にある者 

◇ 高齢者権利擁護等看護実務者研修（山梨県看護協会委託事業） 

対象者：介護保険施設の現場において、実際に高齢者権利擁護等を推進することができる看

護職員 

・虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

（１）虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果につい

て、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

（２）虐待の防止のための指針を整備すること。 
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（３）介護職員その他の従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

（４）以上の措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

※３年間の経過措置があり、令和６年3月31日までは努力義務。 

 

◆ 報酬に関する基準 ◆ 

（１）サービス提供体制強化加算 

職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く）の平均を

用いること。 

→× 毎年度、職員の割合の算出（確認）をしていない。 

 
（２）日常生活継続支援加算 

届出を行った月以降においても、毎月において直近６月間又は１２月間の要介護４又は５の者

の占める割合がそれぞれ所定の割合以上であること。これらの割合については毎月記録すること。 

→×毎月の確認を行っていない。確認した割合が記録されていない。 

 
（３）夜勤職員配置加算 

１日平均夜勤職員数は、暦月ごとに夜勤時間帯（午後１０時から翌日の午前５時までの時間を

含めた連続する１６時間をいう。）における延夜勤時間数を、当該月の日数に１６を乗じて得た

数で除することによって算定し、小数点第３位以下は切り捨てるものとする。 

→×１日平均夜勤職員数を、暦月ごとに確認していなかった。 

 
（４）個別機能訓練加算 

個別機能訓練を行う場合は、開始時及びその３月ごとに１回以上利用者に対して個別機能訓練

計画の内容を説明し、記録すること。 

→× 計画の説明及び記録がない。 

 
（５）栄養マネジメントの未実施に係る減算  

次の基準のいずれかを満たさない場合は、1日につき14単位を所定単位数から減算する。 

（１）基準条例第４条に定める栄養士または管理栄養士の員数を置いていること。 

（２）基準条例第2１条の2に規定する基準のいずれにも適合していること。 

※（２）については３年間の経過措置があり、令和６年3月31日までは努力義務。 

※栄養マネジメント加算は廃止 

 

（６）栄養マネジメント強化加算  

次の基準をいずれも満たすものとして市町村長に届け出た施設において算定できる。 

（１）管理栄養士を常勤換算方式で入所者の数を50（施設に常勤栄養士を１人以上配置し、

給食管理を行っている場合は70）で除して得た数以上配置すること 

例：入所者70人の場合 

管理栄養士70/50=1.4人または常勤栄養士1人＋管理栄養士70/70=1.0人 

（２）低栄養状態のリスクが高い入所者に対し、医師、管理栄養士、看護師等が共同して作成

した、栄養ケア計画に従い、食事の観察（ミールラウンド）を週３回以上行 
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い、入所者ごとの栄養状態、嗜好等を踏まえた食事の調整等を実施すること 

（３）低栄養状態のリスクが低い入所者にも、食事の際に変化を把握し、問題がある場合は、

早期に対応すること 

（４）入所者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、継続的な栄養管理の実施に当た

って、当該情報その他継続的な栄養管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活

用していること。 

（５）定員利用・人員基準に適合していること。 

 

（７）口腔衛生管理体制加算（令和2年度までで廃止） 

 

（８）口腔衛生管理加算 

口腔衛生管理加算（Ⅰ） 

次のいずれの基準にも該当する場合に、１月につき所定単位数を加算する。 

（１）歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助言及び指導に基づき、入所

者の口腔衛生等の管理に係る計画が作成されていること。 

（２）歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し、口腔衛生等の管理を月二回以上

行うこと。 

（３）歯科衛生士が（１）における入所者に係る口腔衛生等の管理について、介護職員に対

し、具体的な技術的助言及び指導を行うこと。 

（４）歯科衛生士が、（１）における入所者の口腔に関する介護職員からの相談等に必要に応

じ対応すること。 

（５）通所介護費等算定方法第十号、第十二号、第十三号及び第十五号に規定する基準のいず

れにも該当しないこと。 

口腔衛生管理加算（Ⅱ） 

次のいずれの基準にも該当する場合に、１月につき所定単位数を加算する。 

（１）口腔衛生管理加算（Ⅰ）の基準のいずれにも適合すること。 

（２）入所者ごとの口腔衛生等の管理に係る情報を厚生労働省に提出し、口腔衛生の管理の実

施に当たって当該情報その他口腔衛生の管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報

を活用していること。 

 

（９）療養食加算 

利用者の病状等に応じて、主治の医師より利用者に対し疾患治療の直接手段として発行さ

れた食事せんに基づき、利用者等告示に示された療養食が提供された場合に算定すること。な

お、当該加算を行う場合は、療養食の献立表が作成されている必要があること。 

→× 献立表が作成されていない。献立表が常食と同じ内容（栄養量）であった。 

 
（１０）配置医師緊急時対応加算 

配置医師が施設の求めに応じ、早朝、夜間又は深夜に、可及的速やかに施設に赴き診療をおこ

なった場合の算定を基本としているため、定期的ないし計画的に施設に赴いて診療を行った場合

は算定できない。 

→×加算対象の時間帯における診療時間が全体の診療時間に占める割合のごくわずか 
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となる場合算定できない。 

 
（１１）生活機能向上連携加算 

外部のリハビリテーション専門職等と連携し、共同してアセスメントや個別機能訓練計画等の

作成を行っていること。個別機能訓練計画の進捗状況等について、３月ごとに１回以上評価した

上で、利用者又は家族に内容等の説明及び記録を行い、必要に応じて計画の見直し等を行うこと。

機能訓練に関する記録は、利用者ごとに保管され、常に施設の機能訓練指導員等が閲覧可能であ

るようにすること。 

 
（１２）看取り介護加算 

次のいずれにも該当する入所者について、死亡日前４５日以内について算定できる。 

・医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者。 

・入所者又はその家族等の同意を得て、当該入所者の看取り介護に係る計画が作成されているこ

と。 

・医師、看護師、介護職員等が共同して、入所者の状態又は家族の求め等に応じ随時、本人又は

その家族への説明を行い、同意を得て、看取り介護が行われていること。 

（単位数） 

看取り介護加算（Ⅰ） 

・死亡日以前３１日以上４５日以下 ７２単位／日 

・死亡日以前４日以上３０日以下 １４４単位／日 

・死亡日の前日及び前々日 ６８０単位／日 

・死亡日 １２８０単位／日 

を死亡月に所定単位数に加算する。

看取り介護加算（Ⅱ） 

・死亡日以前３１日以上４５日以下 ７２単位／日 

・死亡日以前４日以上３０日以下 １４４単位／日 

・死亡日の前日及び前々日 ７８０単位／日 

・死亡日 １５８０単位／日 

を死亡月に所定単位数に加算する。 

 
なお、看取り介護に係る計画の作成及び看取り介護にあたっては、厚生労働省「人生の最終段

階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等を参照のこと。 

 

（１３）褥瘡マネジメント加算 

褥瘡マネジメント加算（Ⅰ） 

次のいずれの基準にも該当する場合に、所定単位数を加算する。 

イ 入所者等ごとに褥瘡の発生と関連のあるリスクについて、施設入所時等に評価すると

ともに、少なくとも三月に一回、評価を行い、その評価結果等を厚生労働省に提出し、褥瘡

管理の実施に当たって当該情報等を活用していること。 

ロイの評価の結果、褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者等ごとに、医師、看護師、

管理栄養士、介護職員、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、褥瘡管理に関する褥

瘡ケア計画を作成していること。 

ハ入所者等ごとの褥瘡ケア計画に従い褥瘡管理を実施するとともに、その管理の内容や 
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入所者等ごとの状態について定期的に記録していること。 

二 イの評価に基づき、少なくとも三月に一回、入所者等ごとに褥瘡ケア計画を見直している

こと。 

褥瘡マネジメント加算（Ⅱ） 

・褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）の算定要件を満たしている施設等において、施設入所時等の評

価の結果、褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者等について、褥瘡の発生のないこと。 

※加算（Ⅰ）（Ⅱ）は併算不可。 

※経過措置により、令和４年3月31日までは改定前の褥瘡マネジメント加算を算定可。 

 

なお、情報の提出については、「科学的介護情報システム（Long-

termcareInformationsystemForEvidence）」（以下、「ＬＩＦＥ」という。）を用いて行

うこととし、ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（Ｌ

ＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参

照のこと。 

 

（１４）排せつ支援加算 

排せつに介護を必要とする入所者であって、適切な対応によって要介護状態の軽減が見込まれる

と医師等が判断した者に対して、医師、看護師、介護支援専門員その他の職種が共同して排せつ

に介護を要する原因の分析、支援計画の作成を行い、計画に基づく支援を継続して実施した場合

に算定できる。 

なお、加算の算定は支援の開始した月から起算して６ヶ月以内の期間に限り所定の単位数を算

定できる。 

 
（１５）外泊時在宅サービス利用の費用について 

入所者に対して、居宅における外泊を認め、当該入所者が施設により提供される在宅サービス

を利用した場合は、１月に６日を限度として所定単位に代えて算定する。サービスの提供に当た

ってはその必要性を検討した上で、利用者又は家族に対して加算の趣旨を十分説明に同意を得た

上で実施すること。介護老人福祉施設の介護支援専門員が外泊時に係る在宅サービスの計画を作

成する。計画は利用者が可能な限りその居宅において自立した生活が営めるよう配慮した計画を

作成すること。 

→×外泊の初日及び最終日は算定できない。 

→×外泊時費用を算定している際は、併せて算定できない。 

 
（１６）身体拘束廃止未実施減算 

施設において身体拘束等が行われていた場合ではなく、記録を行っていない場合に、入所者全

員について所定単位数から減算となる。具体的には、記録を行っていない、身体拘束の適正化の

ための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催していない、身体拘束適正化のための指針を

整備していない又は、身体拘束適正化のための定期的な研修を実施していない事実が生じた場合

に、速やかに改善計画を県に提出し、３月後に計画に基づく改善状況を県に報告する必要がある。 

 
（１７）低栄養リスク改善加算（令和2年度までで廃止） 
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（１８）認知症専門ケア加算 

次の基準に適合しているものとして市町村長に届け出た施設が、日常生活に支障をきたすおそ

れのある症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者（以下 

「対象者」）に対し、専門的な認知症ケアを行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。 

（１）認知症専門ケア加算（Ⅰ） 

入所者の総数のうち、対象者の占める割合が１／２以上（届出日の属する月の前３月の各

月末時点の平均で算定）であること。 

認知症介護に係る専門的な研修（認知症看護に係る適切な研修を含む。）を修了して

いる者を、対象者数が２０人未満の場合は１以上、２０人以上の場合は１に加え対象者数が

１９を越えて１０又はその端数を増すごとに１以上配置（２０人～２９人＝２、３０人～３

９人＝３、…）し、チームとして専門的な認知症ケアを実施していること。 

従業者に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定期的

に開催していること。 

 
（２）認知症専門ケア加算（Ⅱ）（（１）と（２）は同時算定できない。）

認知症専門ケア加算（Ⅰ）の基準に適合していること。 

認知症介護の指導に係る専門的な研修（認知症看護に係る適切な研修を含む。）を修

了している者を１名以上配置し、施設全体の認知症ケアの指導等を実施していること。介護

職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、当該計画に従い、 

研修を実施又は実施を予定していること。 

 
（１９）安全対策体制加算  

次の基準に適合しているものとして市町村長に届け出た施設が、入所者に対しサービスを行っ

た場合、入所初日に限り所定単位数を加算する。 

イ  基準条例第40条第1項に規定する基準（委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者の

設置）に適合していること。 

ロ  基準条例第40条第1項第4号に規定する担当者が安全対策に係る外部における研修を受

けていること。 

ハ  施設内に安全管理部門を設置し、組織的に安全対策を実施する体制が整備されていること。 

 

（２０）安全管理体制未実施減算  

基準条例第40条第1項に規定する基準（委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者の設

置）を満たさない場合は、１日につき所定単位数から減算する。 

※担当者の設置については６か月間の経過措置があり、令和３年９月3０日までは努力義務。 

令和３年１０月１日以降、担当者を設置していないと減算になるので注意。 

 

（２１）サービス提供体制強化加算 

次の基準に適合しているものとして市町村長に届け出た施設は算定できる（いずれの 
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加算も、定員利用・人員基準に適合していることが必要） 

（１）サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 

次の基準のいずれにも適合すること。

ア 次のいずれかに適合すること。 

（ア）介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が80%以上であること。 

（イ）介護職員の総数のうち、勤続年数10年以上の介護福祉士の占める割合が35%以上で

 あること。 

イ 提供する介護保健施設サービスの質の向上に資する取組を実施していること。 

（２）サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 

介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が60%以上であること。 

（３）サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 

次の基準のいずれかに適合すること。 

ア 介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が50%以上であること。 

イ 看護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割合が75%以上であること。 

ウ  サービスを利用者・入所者に直接提供する職員の総数のうち、勤続年数7年以上の者の占

める割合が30%以上であること。 

 

（２２）個別機能訓練加算 

個別機能訓練加算（Ⅰ） 

次のいずれの基準にも該当する場合に、１日につき所定単位数を加算する。 

（１）個別機能訓練加算は、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種

の者が共同して、個別機能訓練計画に基づき、計画的に行った機能訓練（以下 

「個別機能訓練」という。）について算定する。 

（２）個別機能訓練加算に係る機能訓練は、専ら機能訓練指導員の職務に従事する機能訓練指

導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者を１名以上配置して行うもの

であること。 

（３）個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員

その他の職種の者が共同して、利用者ごとにその目標、実施方法等を内容とする個別機

能訓練計画を作成し、これに基づいて行った個別機能訓練の効果、実施方法等について

評価等を行う。 

（４）個別機能訓練を行う場合は、開始時及びその３月ごとに１回以上利用者に対して個別機

能訓練計画の内容を説明し、記録する。利用者に対する説明は、テレビ電話装置等（リ

アルタイムでの画像を介したコミュニケーションが可能な機器をいう。以下同じ。）を

活用して行うことができるものとすること。ただし、テレビ電話装置等の活用について

当該利用者の同意を得なければならないこと。なお、テレビ電話装置等の活用に当たっ

ては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適

切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関す

るガイドライン」等を遵守すること。 

（５）個別機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管さ

れ、常に当該事業所の個別機能訓練の従事者により閲覧が可能であるようにす 
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ること。 

個別機能訓練加算（Ⅱ） 

次のいずれの基準にも該当する場合に、１月につき所定単位数を加算する。 

（１）個別機能訓練加算（Ⅰ）の基準のいずれにも適合すること。 

（２）個別機能訓練計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、機能訓練の実施に当たって当

該情報その他機能訓練の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用すること。 

 

なお、厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへ

の提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基

本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照のこと。サービスの質の向上

を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、利用者の状態に応じた個

別機能訓練計画の作成（Plan）、当該計画に基づく個別機能訓練の実施（Do)、当該実施内容の

評価（Check）、その評価結果を踏まえた当該計画の見直し・改善（Action）の一連のサイク

ル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービスの質の管理を行うこと。 

 

（２３）ADL維持等加算

ADL維持等加算（Ⅰ） 

次のいずれの基準にも該当する場合に、１月につき所定単位数を加算する。 

イ利用者等(当該施設等の評価対象利用期間が６月を超える者）の総数が10人以上である

こと。 

ロ利用者等全員について、利用開始月と、当該月の翌月から起算して６月目（６月目にサ

ービスの利用がない場合はサービスの利用があった最終月）において、BarthelIndexを

適切に評価できる者がADL値を測定し、測定した日が属する月ごとに厚生労働省に提出して

いること。 

ハ利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測定したＡＤＬ値から利用開始月に測定し

たＡＤＬ値を控除し、初月のADL値や要介護認定の状況等に応じた値を加えて得た値（調整

済ＡＤＬ利得）について、利用者等から調整済ＡＤＬ利得の上位及び下位それぞれ１割の者

を除いた者を評価対象利用者等とし、評価対象利用者等の調整済ＡＤＬ利得を平均して得た

値が１以上であること。 

ADL維持等加算（Ⅱ） 

・ADL維持等加算（Ⅰ）のイとロの要件を満たすこと。 

・評価対象利用者等の調整済ＡＤＬ利得を平均して得た値が２以上であること。 

※加算（Ⅰ）（Ⅱ）は併算不可。 

※令和４年度以降に加算を算定する場合であって、加算を取得する月の前年の同月に、基準に適

合しているものとして市町村長に届け出ている場合には、届出の日から12月後までの期間

を評価対象期間とする。 

 

なお、厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへ

の提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基

本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照のこと。サービスの質の向上

を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、利用者 
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の状態に応じた個別機能訓練計画の作成（Plan）、当該計画に基づく個別機能訓練の実施（Do)、

当該実施内容の評価（Check）、その評価結果を踏まえた当該計画の見直し・改善（Action）

の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービスの質の管理を行うこと。 

 

（２４）介護職員処遇改善加算 

      対象：介護職員のみ 

      算定要件：キャリアパス要件及び職場環境等要件を満たすこと。詳細は共通事項別冊の「介護職

員処遇改善加算について」を確認してください。 

 

（２５）介護職員等特定処遇改善加算 

      対象：事業所が①経験・技能のある介護職員、②その他の介護職員、③その他の職種に配分 

      算定要件：以下の要件をすべて満たすこと。 

     ※介護福祉士の配置割合等に応じて、加算率を二段階に設定。 

     ・処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅲ）のいずれかを取得していること。 

     ・処遇改善加算の職場環境等要件に関し、複数の取組を行っていること。 

     ・処遇改善加算に基づく取組について、ホームページ掲載等を通じた見える化を行っていること。 

 

（２６）介護職員等ベースアップ等支援加算 

       対象：介護職員。ただし、事業所の判断により、他の職員の処遇改善にこの処遇改善の収入を充て 

       ることがことができるよう柔軟な運用を認める。 

       算定要件：以下の要件をすべて満たすこと。 

     ・処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅲ）のいずれかを取得していること。 

     ・賃上げ効果の継続に資するよう、加算額の２/３は介護職員等のベースアップ等（「基本給」又は 

      「決まって毎月支払われる手当」の引上げ）に使用することを要件とする。 

     ※令和４年１０月から算定可。 

 

◆ その他◆ 

 
● 変更届の届出について 

・介護保険法施行規則第１３５条に定める事項に変更があった時は、１０日以内に知事に届け出

ること。（届出の際には、第３号様式、施設ごとの付表に変更内容が分かる添付書類を添えて提

出すること） 

・２１ページの届出事項に該当する場合は、老人福祉法に基づく届出も県に提出する必要があります。 

 
● 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書について 

・算定する介護給付費を変更する場合は届出が必要。届出に係る加算等については、届出が受理

された日が属する月の翌月（届出が受理された日が月の初日である場合は当該月）から算定を開

始する。 

・届出の際には、届出書の「特記事項」に変更前、変更後の状況を必ず記載する。 

 
● 指定更新について 
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・指定有効期限は６年となっていることから、有効期限満了の１４日前までに更新の申請を行う

こと。 

 

 

 



 

老人福祉法に基づく届出（老人居宅生活介護事業） 
 

届出事項 届出様式 添付書類 根拠規定 提出時期 

 
 

事業開始 

 
老人居宅生活支援事
業開始届（第１号様式

の２） 

 

登記事項証明書又は条例
勤務体制一覧表等 

 

老人福祉法第１４
条及び山梨県老人
福祉法施行細則第

２条の２ 

 
 

事業開始前 

 

 

 

 

 

 
 

変
更
届 

事業の種類及び内容 
 

 

 

 

 

 
 

老人居宅生活支援事
業変更届（第１号様式

の３） 

議事録等 
 

 

 

 

 

 
老人福祉法第１４
条の２及び山梨県
老人福祉法施行
細則第２条の３ 

 

 

 

 

 

 

 
変更の日から
１ヶ月以内 

経営者の氏名及び住所（法人であるときは、その名称及び
主たる事務所の所在地） 

法人登記簿謄本等 

定款、その他の基本約款 定款等 

職員の定数及び職務の内容 勤務体制一覧表等 

主な職員の氏名及び経歴 管理者の経歴書 

事業を行おうとする区域 － 

当該事業の用に供する施設、サービスの拠点又は住居の
名称、種類、所在地及び入居定員 

挙証書類 

事業開始の予定年月日 議事録等 

 
事業廃止（休止） 

老人居宅生活支援事
業廃止（休止）届（第１

号様式の４） 

 
－ 

老人福祉法第１４
条の３及び山梨県
老人福祉法施行
細則第２条の４ 

 
廃止（休止）の日
の１ヶ月前 

 

＜対象事業＞老人居宅介護等事業・老人デイサービス事業・老人短期入所事業・小規模多機能型居宅介護事業・認知症対応型老人共同生活援助事業・複合型サービス福祉事業 

※老人短期入所事業及び認知症対応型共同生活援助事業については健康長寿推進課介護基盤整備担当へ、その他の事業は管轄の保健福祉事務所へ提出してください。 

※変更届出の際には変更内容の分かる挙証書類を添付してください。 

様式については、県HPのトップ＞様式ダウンロード＞福祉保健部＞健康長寿推進課様式ダウンロード一覧からダウンロードできます。 

 

○ 提出先 健康長寿推進課 介護基盤整備担当 ０５５－２２３－１４５１ 
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健長第４１４１号平

成２９年３月１５日 

 

指定介護老人福祉施設管理者 

指定短期入所生活介護事業所管理者 

指定通所介護事業所管理者 殿

指定特定施設入居者生活介護事業所管理者 

 

 

山梨県福祉保健部健康長寿推進課長 

（公印省略） 
 

 
 

生活相談員の資格要件について（通知） 

 

 
 

日ごろ、本県の介護保険行政の推進にご協力をいただき、厚くお礼申し上げます。 

さて、指定介護老人福祉施設、指定短期入所生活介護事業所及び指定通所介護事業所に

おいて配置すべき生活相談員の資格要件につきましては、山梨県特別養護老人ホームの設

備及び運営の基準に関する条例第5条第2項に定める生活相談員の基準に準ずるものとして

取り扱っているところですが、今般、「社会福祉法第19条第１項各号のいずれかに該当する

者又は同等以上の能力を有すると認められる者」の具体的資格要件を下記のとおり定める

こととしますので、適切な職員の配置についてご配慮ください。 

なお、特定施設入居者生活介護事業所における生活相談員の資格要件についても、特段

の規定はないが、生活相談員としての責務や業務内容において指定通所介護事業所等他の

事業所と同等であることから、同様の取扱としますので、ご留意ください。 

 
記 

 

１「社会福祉法第19条第１項各号のいずれかに該当する者」の資格要件 

（１）社会福祉主事任用資格 

（２）社会福祉士 

（３）精神保健福祉士 
 

２「同等以上の能力を有すると認められる者」の資格要件 

（１）介護保険施設・事業所（福祉用具販売、貸与事業所は除く）において、計画の作成

業務、又は相談援助業務の実務経験が通算1年以上 

（２）（１）に該当しないが、介護福祉士資格又は介護支援専門員資格を有する者、若しくは

実務者研修修了者のうち、介護保険施設・事業所（福祉用具販売、貸与事業所は除く）

において、入所者・利用者の直接処遇に係る業務の実務経験が通算3年以上。 
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３施行年月日平成29年4月1日 

 
４経過措置 

既に指定を受けている事業所において、平成29年3月31日までに生活相談員として 

配置されていた者で本通知の資格要件に該当しない場合は、平成30年3月31日までの間は生

活相談員としての要件を満たすものとします。 

 
※この取扱に係るＱ＆Ａ等は、ＷＡＭネットの「県からのお知らせ」に掲載しております

ので、ご確認ください。 

 

 

 

 
 

問合せ先（下記サービスごとの問合せ先にお願いします。） 
 

指定介護老人福祉施設・指定短期入所生活介護事業所・

指定特定施設入居者生活介護事業所 

健康長寿推進課介護サービス振興担当 ℡:055-223-1455 

 
指定通所介護事業所 

中北保健福祉事務所長寿介護課 ℡:055-237-1383 

峡東保健福祉事務所長寿介護課 ℡:0553-20-2796 

峡南保健福祉事務所長寿介護課 ℡:0556-22-8146 

富士・東部保健福祉事務所長寿介護課 ℡:0555-24-9043 
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（参考様式）  
生活相談員 経歴書 

 

事業所・施設
名称 

 

フリガナ  

 
氏 名 

  

該当する資格要件に○を付す。 

「同等以上の能力を有すると認められる者」の資格要件 
  

（１）介護保険施設・事業所（福祉用具販売、貸与事業所は除く）において、計画の作成業務、
又は相談援助業務の実務経験が通算1年以上 

 （２）（１）に該当しないが、介護福祉士資格又は介護支援専門員資格を有する者、若しくは実
務者研修修了者のうち、介護保険施設・事業所（福祉用具販売、貸与事業所は除く）に
おいて、入所者・利用者の直接処遇に係る業務の実務経験が通算3年以上 

     職 歴 等  

  期 間  勤務先等 従事した業務の内容 

 
年 月～ 年 月 

  

 
年 月～ 年 月 

  

 
年 月～ 年 月 

  

 
年 月～ 年 月 

  

 
年 月～ 年 月 

  

資格又は修了した研修 

取得（修了）時期 資格又は修了した研修の名称 

  
年 月 

  

  
年 月 

  

  
年 月 

  

 

 

山梨県特別養護老人ホームに関する基準を定める条例（第５条第２項） 
生活相談員は、社会福祉法第１９条第１項各号のいずれかに該当する者
又はこれと同等以上の能力を有すると認められる者でなければならない。 

 

１ 「社会福祉法第１９条第１項各号のいずれかに該当する者」 
・社会福祉主事任用資格 
・社会福祉士 
・精神保健福祉士 

 

２ 「同等以上の能力を有すると認められる者」の要件 
（１）介護保険施設・事業所（福祉用具販売、貸与事業所は除く）において、計画の作成業務、

又は相談援助業務の実務経験が通算1年以上 
（２）（１）に該当しないが、介護福祉士資格又は介護支援専門員資格を有する者、若しくは実務者
研修修了者のうち、介護保険施設・事業所（福祉用具販売、貸与事業所は除く）において、   入
所者・利用者の直接処遇に係る業務の実務経験が通算3年以上 

 
※１ 当該経歴書は、「同等以上の能力を有すると認められる者」に該当する者を生活相談員 

として配置する場合にのみ、提出してください。 
※２ 職歴等の「従事した業務の内容」については、具体的な業務の内容を記載してください。 

例）入所者の生活相談業務、短期入所生活介護計画作成業務、通所介護事業所での介護業務 等 
※３ 資格又は修了した研修については、資格者証又は研修修了者証の写しを添付してください。 
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Ｑ＆Ａ 
 
 

 
 

答１計画の作成業務は、居宅サービス計画、介護予防サービス計画、訪問介護計

画等の各サービス計画（ただし、福祉用具販売・貸与計画は含まない。）の作

成業務を指します。 

相談援助業務は、介護保険法の指定又は開設許可を受けた介護サービス

事業所又は施設での生活相談員又は支援相談員としての業務を指します。 
 

 

答２介護支援専門員の資格を持っていない者でも、計画の作成業務の実務経験

がある者は、計画の作成業務に従事していたと認められます。 
 
 

 
 

答３その者の経歴書（別添参考様式）により判断します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問１ 計画の作成業務、又は相談援助業務とは何か。 

問２ 介護支援専門員の資格は持っていないが、通所介護事業所で通所介護計画

の作成業務に携わっていた者は、計画の作成業務に従事していたと認めら

れるか。 

問３ 実務経験年数についての確認方法は？ 
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（別紙２－２）

令和 年 月 日

所在地　　　　　　　　　

名　称

このことについて、関係書類を添えて以下のとおり届け出ます。

（指定を受けている場合）

備考1　「受付番号」「事業所所在市町村番号」欄には記載しないでください。

　　2　「法人の種別」欄は、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」「医療法人」「社団法人」「財団法人」

　　　「株式会社」「有限会社」等の別を記入してください。

　　3　「法人所轄庁」欄は、申請者が認可法人である場合に、その主務官庁の名称を記載してください。

　　4　「実施事業」欄は、該当する欄に「〇」を記入してください。

　　5　「異動等の区分」欄には、今回届出を行う事業所・施設について該当する数字に「〇」を記入してください。

　　6　「異動項目」欄には、(別紙1，1－2)「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」に掲げる項目（施設等の区分、

人員配置区分、その他該当する体制等、割引）を記載してください。

　　7　「特記事項」欄には、異動の状況について具体的に記載してください。

　　8　「主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の所在地」について、複数の出張所等を有する場合は、

　　　適宜欄を補正して、全ての出張所等の状況について記載してください。

関係書類 別添のとおり

介護保険事業所番号

既に指定等を受けている事業

医療機関コード等

特

記

事

項

変　更　前 変　更　後

介護予防支援  1新規　2変更　3終了

地域密着型サービス事業所番号等

指定を受けている市町村

介護予防認知症対応型通所介護  1新規　2変更　3終了

介護予防小規模多機能型居宅介護  1新規　2変更　3終了

介護予防認知症対応型共同生活介護  1新規　2変更　3終了

届

出

を

行

う

事

業

所

・

施

設

の

種

類

 1新規　2変更　3終了

小規模多機能型居宅介護  1新規　2変更　3終了

認知症対応型共同生活介護  1新規　2変更　3終了

地域密着型特定施設入居者生活介護  1新規　2変更　3終了

居宅介護支援  1新規　2変更　3終了

異動項目

年月日 年月日 (※変更の場合)

地

域

密

着

型

サ
ー

ビ

ス

夜間対応型訪問介護  1新規　2変更　3終了

地域密着型通所介護  1新規　2変更　3終了

同一所在地において行う

事業等の種類 実施事業

指定（許可） 異動等の区分 異動（予定）

療養通所介護  1新規　2変更　3終了

認知症対応型通所介護  1新規　2変更　3終了

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  1新規　2変更　3終了

定期巡回・随時対応型訪問介護看護  1新規　2変更　3終了

複合型サービス

管理者の氏名

管理者の住所

　(郵便番号　　―　　　)

　　　　　県　　　　郡市

主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施す

る場合の出張所等の所在地

　(郵便番号　　―　　　)

　　　　　県　　　　郡市

連 絡 先 電話番号 FAX番号

連 絡 先 電話番号 FAX番号

代表者の住所

　(郵便番号　　―　　　)

　　　　　県　　　　郡市

主たる事務所の所在地

　(郵便番号　　―　　　)

　　　　　県　　　　郡市

　(ビルの名称等)

連 絡 先 電話番号 FAX番号

　(郵便番号　　―　　　)

　　　　　県　　　　郡市

受付番号

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書

＜地域密着型サービス事業者・地域密着型介護予防サービス事業者用＞＜居宅介護支援事業者・介護予防支援事業者用＞

　　笛吹市長　　殿

事業所所在地市町村番号

事

業

所

・

施

設

の

状

況

フリガナ

事業所・施設の名称

主たる事業所・施設の所在地

法人の種別 法人所轄庁

代表者の職・氏名 職名 氏名

届

　

出

　

者

フリガナ

名　　称
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令和3年度介護報酬改定に 

おける改定事項について 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

本資料は改定事項の概要をお示しするものであり、算定要件等は主なものを掲載して
います。詳細については、関連の告示等を御確認ください。 
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